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地球環境対策と石炭需給＊ 
    

国際協力プロジェクト部 副 部 長 三室戸義光 
     〝      主任研究員 小泉 光市    

 
 
はじめに 
 
日本の 2001年における一次エネルギー供給は前年比マイナス 0.3％と微減であったが、

その内訳をエネルギー源別にみると、石炭 4.7％、LNG3.7％、石油マイナス 2.8％、原子力
マイナス 8.7％となっている（日本エネルギー経済研究所ホームページ、統計情報インデッ
クス（http://eneken.ieej.or.jp/statistics/index.html））。石炭が最も顕著な伸びを示したこ
とになるが、2001年における石炭の国内供給量は石炭換算1億5,100万トンで、早くも2001
年 7月に報告された総合資源エネルギー調査会の見通しにおける目標ケースの 2010年レベ
ルである石炭換算 1 億 5,100 万トンに到達している。今後も石炭火力を中心に石炭需要は
堅調に伸びていくと予想され、同見通しの目標ケース（＝京都議定書の目標値の達成）か
らますます乖離していく可能性が増している。 
この様な状況において石炭起源の CO2排出量は石炭の消費と共に増加していくと予想さ

れるが、同時に地球環境対策の観点から CO2排出量削減の強化が必要となるだろう。CO2
排出量削減対策おける制度面は炭素税・環境税などの国内対策と京都メカニズムに代表さ
れるグローバルな対応に大別される。ここでは国内対策および京都メカニズムが石炭需給
に与える影響について分析を行う。 
 
 
１１１１    日本の石炭需給の現状及び見通し日本の石炭需給の現状及び見通し日本の石炭需給の現状及び見通し日本の石炭需給の現状及び見通し 
 
１１１１-１１１１石炭需給の現状石炭需給の現状石炭需給の現状石炭需給の現状 
 
日本における一次エネルギーの総供給は 1990年では石油換算 4億 5,900万トンであった

が、2001 年には同 5億 4,600万トンでその間の伸びは年率 1.6％となっている。その中で
石炭は 1990年の同 7,900万トンから 2001年の同 1億 600万トンと年率 2.7％で伸びてお
り、一次エネルギーの伸びを大幅に上回っている。2001年における一次エネルギー供給の
構成は石油 50％、石炭 19％、LNG13％、原子力 12％、その他 6％であり、石炭は石油に
次いで重要な日本のエネルギー供給の担い手となっている。 
日本の石炭需要は 1980 年度では 9,300 万トンで、その内 71％は鉄鋼向けの原料炭が占

めていた。原料炭の需要はその後横這いないし微減傾向で推移しているが、一方、一般炭
の方は二度に亘る石油危機の影響により、電力用一般炭を中心に需要が堅調に伸びてきて
いる（図 1.1）。1984 年度には石炭需要は 1 億トンを超え、1997 年度には一般炭の需要が
原料炭の需要を上回った。また、近い将来には電力用石炭需要が鉄鋼用石炭需要を上回る
であろう。 

 

                                                   
＊ 本報告は新エネルギー・産業技術総合開発機構より（財）日本エネルギー経済研究所に委託
された「平成 13 年度海外炭開発高度化調査・海外炭開発促進調査（エネルギー安全保障および
地球温暖化防止の観点から見た石炭需給）」の一部を加筆、再調整したものである。公表の許可
を頂いた新エネルギー・産業技術総合開発機構のご理解、ご協力に感謝する。 
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図 1.1 産業別石炭需要の推移 
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出所：「平成 12年エネルギー生産・需要統計年報」より作成 

 
 
１１１１-２２２２総合資源エネルギー調査会の見通しとその課題総合資源エネルギー調査会の見通しとその課題総合資源エネルギー調査会の見通しとその課題総合資源エネルギー調査会の見通しとその課題 
 
 平成 13年 7月、総合資源エネルギー調査会から報告された長期エネルギー供給見通しは、
表 1.1の通りである。 
 

表 1.1 総合資源エネルギー調査会による見通し 
（単位：原油換算百万 kl） 

年度

項目

一次エネルギー供給

エネルギー別区分 実 数 構成比％ 実 数 構成比％ 実 数 構成比％ 実 数 構成比％

石油 307 58.3 308 52.0 280 45.0    271程度     45程度

石炭 87 16.6 103 17.4 136 21.9    114程度     19程度

天然ガス 53 10.1 75 12.7 82 13.2      83程度     14程度

原子力 49 9.4 77 13.0 93 15.0      93     15程度

水力 22 4.2 21 3.6 20 3.2      20       3程度

地熱 1 0.1 1 0.2 1 0.2        1    0.2程度

新エネルギー等 7 1.3 7 1.1 10 1.6      20       3程度

再生可能エネルギー 29 5.6 29 4.9 30 4.8      40       7程度

最終エネルギー消費 349 402 409 400程度

2010年度
1990年度 1999年度

基準ケース 目標ケース

526 593 622 602程度

 
注記： 再生可能エネルギーには、新エネルギー、水力および地熱が含まれる。 
出所： 総合資源エネルギー調査会、総合部会/需給部会、報告書「今後のエネルギー政策につい

て」（平成 13年 7月）より作成 
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一次エネルギーの総供給は基準ケースで 1999年度実績の原油換算 5億 9,300万 klから
2010年度では同 6億 2,200万 klに増加し、また目標ケースでは 2010年度で同 6億 200万
kl になると予測している。その中で石炭供給は基準ケースで 1999 年度実績の原油換算 1
億 300万 klから 2010年度では同 1億 3,600万 klに増加し、また目標ケースでは 2010年
度で同 1億 1,400万 kl程度としている。これらの数値は同調査会が平成 10年に報告した
数値、すなわち 2010 年度の基準ケースが原油換算 1 億 700 万 kl、対策ケースが同 9,200
万 kl であったのに対し、大幅な上方修正となった。これは平成 10 年の長期需給見通しで
は、2010年に向けて原子力の導入を大きく想定してきたが、今回の見通しでは、電力長期
計画に基づく現実的な数字で原子力の下方修正が加えられたことが大きな要因と思われる。 
今回の見通しの中で石炭需要について注目し、単位を石炭換算（tce）に変換して作成し

たのが図 1.2 である。2010 年度における石炭供給は基準ケースで 1億 8,000 万 tce、同じ
く目標ケースで 1億 5,100万 tceとなる。同見通しを作成する上で実績として採用されたの
は 1999年度の石炭供給の 1億 3,600万 tceであったが、しかし 2001年（暦年）の石炭供
給は 1億 5,100万 tceと既に 2010年の対策ケースにおける見通しの数値レベルに到達して
いる。 

 
図 1.2 石炭供給実績および政府見通し 
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注記：実績は暦年、見通しは年度 
出所：統計資料および総合資源エネルギー調査会報告書より作成 

 
 2001年度（平成 13年度）版「電力供給計画の概要」によれば、2000年度末の石炭火力
設備能力は 2,922 万 kW（全体の 12.8％）であるが、石炭火力発電所の建設促進により、
2010年度末には 4,413万 kW（全体の 16.2％）に達する。これに伴い石炭の所要量は 2005
年度には 7,254 万トン（対 2000 年度 1,360 万トン増）、2010 年度には 7,065 万トン（対
2000年度 1,171万トン増）に増加する見込みである（表 1.2）。 
この様に石炭需要実績および今後の石炭火力による石炭需要見通しを考慮するならば、

2010年度の石炭供給を 1億 5,100tceに抑えることは極めて難しいと言えよう。 
 
今回の総合資源エネルギー調査会報告の基本的な問題点として以下の 2 点が考えられ、
そのエネルギー見通しおよび CO2排出量削減については現実からかなり離れている可能性
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が大きい。 
 
① 基準ケースそれ自体がかなりの省エネルギーをすでに見込んでおり、いわゆる自然体

ケースとは言えない。 
 
② 1999～2010年度に実質 GDP が年率 2％で伸びても、最終エネルギー消費は基準ケー

スで年率 0.16％、目標ケースで年率マイナス 0.05％とほぼ横這いに抑制する必要があ
る（表 1.1参照）。これは、経済成長とエネルギー消費が乖離する（decoupling）こと
を意味する。このような事象は 1970年代の石油危機の時には起きたが、平常時には起
きたことはない。CO2 排出量削減を実現させるためにはライフスタイルの大幅な変化
を含めて、国民に痛みを伴うような省エネルギーを徹底しなければならないと思われ
る。 

 
表 1.2 電源別設備容量および発電電力量の推移 

所要燃料

万kW 比率 億kWh 比率 万ﾄﾝ､万kl
水 力 4,478 19.5% 905 9.6% 23.1% -
原 子 力 4,492 19.6% 3,197 34.0% 81.2% -
石 炭 2,922 12.8% 1,681 17.9% 65.7% 5,893.7
Ｌ Ｎ Ｇ 5,722 25.0% 2,491 26.5% 49.7% 3,944.4
石 油 4,839 21.1% 935 9.9% 22.1% 2,611.6
そ の 他 460 2.0% 196 2.1% 48.6% -
合 計 22,913 100.0% 9,405 100.0% 46.9% 

稼働率 所要燃料

万kW 比率 億kWh 比率 ％ 万ﾄﾝ､万kl
水 力 4,568 18.6% 969 9.6% 24.2% -
原 子 力 4,958 20.2% 3,547 35.1% 81.7% -
石 炭 3,975 16.2% 2,069 20.5% 59.4% 7,254.0
Ｌ Ｎ Ｇ 5,888 24.0% 2,388 23.6% 46.3% 3,781.3
石 油 4,731 19.3% 874 8.7% 21.1% 2,441.2
そ の 他 435 1.8% 258 2.5% 67.7% -
合 計 24,555 100.0% 10,105 100.0% 47.0% 

稼働率 所要燃料

万kW 比率 億kWh 比率 ％ 万ﾄﾝ､万kl
水 力 4,810 17.7% 993 9.1% 23.6% -
原 子 力 6,185 22.7% 4,334 39.8% 80.0% -
石 炭 4,413 16.2% 2,015 18.5% 52.1% 7,064.7
Ｌ Ｎ Ｇ 6,696 24.6% 2,502 23.0% 42.7% 3,961.8
石 油 4,694 17.2% 792 7.3% 19.3% 2,212.2
そ の 他 431 1.6% 257 2.4% 68.1% -
合 計 27,229 100.0% 10,893 100.0% 45.7% 

発電電力量

設備容量 発電電力量

稼働率

（2010年度）

平成17年度末

平成12年度末

（2000年度）

（2005年度）

平成22年度末

設備容量 発電電力量

設備容量

 
注記：2000年度の発電電力量および所要燃料は推定実績 
出所：「平成 13年度電力供給計画の概要」より作成 
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２２２２    石炭火力の経済的優位性石炭火力の経済的優位性石炭火力の経済的優位性石炭火力の経済的優位性 
 
 石炭需要が今後も伸びていくという見通しの背景には、石炭の安定供給における信頼性
と価格競争力（経済性）における優位性があげられるが、ここでは、石炭火力の優位性に
ついて検証する。 
 
２２２２-１１１１石油価格に対する石炭価格の優位性石油価格に対する石炭価格の優位性石油価格に対する石炭価格の優位性石油価格に対する石炭価格の優位性 
日本の一般炭需要は、二度に亘る石油危機によって石油価格が暴騰した際に復活したも
のであるが、その復活の最大要因は石炭価格が暴騰した石油やガスの価格よりも低廉であ
ったことである。この経緯からしても、また石炭のハンドリング性、環境負荷といった短
所の面を考慮するならば、石炭は価格低廉性という最大の長所を備えない限り、利用価値
が薄れてしまうことになる。したがって、石油価格は石炭価格の天井である。1980年代前
半に比べるとその天井価格が低くなってきているが、石炭価格も生産性の向上などにより、
安くなっているのが現状である。 
石炭価格と原油価格の関係をみると、図 2.1 に示すように発熱量当たり（1,000kcal）の
日本着 CIF 価格において、石炭価格は原油価格と同じ傾向を示しながら変動している。し
かし、石炭価格は原油価格よりも常に低廉、また変動幅は小さく、安定的に推移している
と言える。特に 80 年代前半、1984 年までは石炭価格の原油価格に対する価格優位性は高
く、つまり一般炭価格/原油価格の比は極めて小さく、0.38～0.45 の間で推移していた。し
かし、1986年の逆石油危機の年には 0.75まで急上昇している。その後は 1998年までは 0.53
～0.73の間で推移していたが、1999～2000年になると原油価格が急上昇する一方で、石炭
価格は極めて安定的に推移したことから、同比は 0.29～0.40と低くなっている。 
 

図 2.1 日本着 CIF 価格における原油価格と石炭価格の関係 
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注記：2001年のデータは暦年ベース、折れ線グラフ上の数値は一般炭/原油価格比を示す。 
出所：大蔵省「日本貿易月報」より作成 
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1985年には石油危機以降の大きな流れとなっていた需要家による石油から石炭への燃料
転換が停滞し、一部では石炭から石油への逆転換現象が起こった程である。したがって、
原油価格に対する石炭価格の上限比率は、発熱量ベースで 75％程度とみてよいだろう。 
 
２２２２-２２２２電源における石炭の優位性電源における石炭の優位性電源における石炭の優位性電源における石炭の優位性 
石炭火力、石油火力、LNG火力、原子力および水力の各種電源における発電原価を表 2.3
に示す。 
 

表 2.1 各電源の発電原価 

電 源 石炭火力 LNG 火力 石油火力 原子力 水力 

発電原価（円/kWh） 6.46 6.42 10.16 5.86 13.63 

出力（万 kW） 90 150 40 130 1.5 

運転年数（年） 40 40 40 40 40 

設備利用率（％） 80 80 80 80 45 

燃料価格 注 1 38.8（$/t） 18,902（¥/t） 13.13（$/bbl）   

燃料価格上昇率 注２ 0.88（%/y） 1.82（%/y） 3.36（%/y）   

前

提

条

件 

為替レート：128.02（平成 10 年度平均値）、割引率：3％ 
注 1）平成 10年度平均値 
注 2）IEA「World Energy Outlook」の 2015～2020年の予測値と平成 10年度平均値より試算 
出所：総合エネルギー調査会・原子力部会資料（1999年 12月 16日）より作成 
 
 発電原価が最も安い電源は原子力で 5.86円/kWh、続いて LNG火力が 6.42円/kWh、石
炭火力が 6.46 円/kWh、石油火力が 10.16 円/kWh、水力が 13.63円/kWhと順に高くなっ
ている。原子力は発電原価、特に運転コストが安いことからベースロードとして可能な限
り、最大の発電を行うことが経済的に有利となる。今後の電源開発において原子力への期
待が大きいが、原子力の新設は地元住民の支持を得ることが難しく、他の電源開発にも頼
らざるを得ないのが現状である。水力の場合は、既設のものと新設のものに分けて評価す
べきである。水力の発電原価が高いのは初期投資コストが高いためであるが、運転コスト
の方は極めて安い。したがって、既設の水力発電では水量が確保できる限り、最大限の発
電を行うことが経済的に有利であるといわれ、発電電源の選択における優位性は高い。し
かし、新設の電源の比較においては初期投資コストを考慮する必要があり、同コストの高
い水力発電の新規建設は経済性の面から不利となる。 
 経済性の面における運転の優先順位は原子力、既設水力に続いて火力発電となるが、火
力発電の中でも石炭火力、LNG火力がほぼ同等のコスト優位性を持ち、石油火力は両火力
に対しコストが高く競争力はないと言える。表 2.1の試算によると石炭火力は LNG火力に
対し kWh当たり 0.04円高くなっているが、以下の理由からその LNG火力の石炭火力に対
する優位性は逆転するものと思われる。 
 
① 図 2.1から明らかなようにカロリー当たりの石炭価格は常に LNG価格より安いが、

試算に採用された平成 10年度（1998年度）は他の年と比べて、石炭価格は LNGの
価格により近づいている。1981～2001 年におけるカロリー当たりの平均石炭価格は
同 LNG価格の 48％であるのに対し、1998年では同比率が 56％となっている。 

 
② 試算では設備利用率を石炭および LNG火力ともに 80％としているが、実態はかなり
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異なっている。ベースロード主体の石炭火力の稼働率はミドルおよびピーク対応の
LNG 火力の稼働率よりも高い。2000 年度における実績では、石炭火力が 65.7％と
LNG火力の 49.7％を 16％上回っている（表 1.2）。試算では設備利用率が変化した場
合の感度分析を行っているが、LNG火力の設備利用率が 70％の場合の発電コストは
6.78 円/kWh、同じく 60％の場合は 7.27 円/kWｈと石炭火力（設備稼働率：80％）
のコストよりも高くなる（表 2.2）。 

 
表 2.2 設備利用率と発電原価の関係 

 設備利用率 発電原価（円/kWh） 

30％ 16.11 

70％ 10.67 石油火力 

80％ 10.16 

60％ 7.27 

70％ 6.78 LNG 火力 

80％ 6.42 

70％ 7.00 
石炭火力 

80％ 6.46 
出所：総合エネルギー調査会・原子力部会資料（1999年 12月 16日）より作成 

 
③ 先に水力発電の経済性と同様に、既設の石炭火力の場合は燃料コストが安いことか
ら、LNG 火力よりも石炭火力が最大負荷となる運転を行った方が、償却を考慮し
ない運転時点のキャッシュアウト（設備投資というキャッシュアウトはすでに以前
に発生済み）がより小さくなる。すなわちキャッシュフローの面で有利である。 

 
④ 平成 13年 7月の総合資源エネルギー調査会の報告書における一つの試算のシナリ
オとして、「・・・天然ガスの 1kWh当たりの総発電コストが石炭より安価になる
利用範囲を拡大させることにより、天然ガスへの燃料転換を促す効果が期待し得る
ような措置：天然ガスの総発電コストに比して石炭の総発電コストを相対的に＋約
0.3 円/kWh 上昇させる・・・」と報告されている。すなわち石炭火力のコストの
方が安いことを示唆している。 

 
以上のことから、過去の実績を見る限り、石炭火力は LNG火力よりも経済性の面で一般
的に優位にあると言えよう。 

 
 
３３３３    温室効果ガス・温室効果ガス・温室効果ガス・温室効果ガス・CO2排出量の現状および見通し排出量の現状および見通し排出量の現状および見通し排出量の現状および見通し 
 
３３３３-１１１１世界の温室効果ガスおよび世界の温室効果ガスおよび世界の温室効果ガスおよび世界の温室効果ガスおよび CO2排出量排出量排出量排出量 
 
 温室効果ガスによる地球温暖化への影響寄与度は、その種類によって異なるが、近年の
排出量でみれば、二酸化炭素（CO2ガス）による影響が 6 割以上に及んでいるとみられて
いる。例えば、IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change：気候変動に関する
政府間パネル）の資料によれば、1992年における各温室効果ガスの温暖化への寄与度は図
3.1に示すとおりである。人為的に発生する CO2ガスは主として、化石燃料の生産・利用お
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よびセメント生産から発生しているが、化石燃料から発生する CO2ガスが圧倒的に多いた
め、人為的発生 CO2排出量＝化石燃料起源 CO2排出量と見なして、検討を進めていく。 
 

図 3.1 各温室効果ガスの温暖化寄与度（1992 年） 

63.7%

1.2%

19.2%

10.2%
5.7% 二酸化炭素

メタンガス

一酸化二窒素

CHFs, HCFCs

その他

 
出所：IPCC資料より作成 

 
世界の化石燃料起源の CO2排出量は 1971年には 39億 1,700万 t-C（炭素換算）であっ

たが、1980年で 50億 300万 t-C、1990年で 57億 3,200万 t-C、1999年で 62億 3,400万
t-Cと化石燃料の堅調な需要の伸びと共に増えている（図 3.2）。 
 

図 3.2 世界の CO2排出量の推移 

欧    州

北    米

ア ジ ア

中 南 米

中    東
アフリカ オセアニア

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

炭
素

換
算

・
百

万
ト
ン

オセアニア 63.2 63.1 66.2 63.8 66.1 67.0 67.6 71.3 72.1 77.3 78.5 78.4 80.6 83.5 83.9 85.1 91.5 95.8 94.9 98.8
アフリカ 111 122 134 139 146 150 157 164 169 164 165 174 169 171 176 184 186 194 198 197
中    東 101 113 126 123 129 137 146 152 162 169 165 180 194 206 217 226 241 236 242 248
中 南 米 221 222 225 220 224 223 229 237 241 248 251 259 266 270 288 291 307 318 335 334
ア ジ ア 903 902 923 960 1,026 1,076 1,133 1,190 1,288 1,350 1,419 1,452 1,518 1,605 1,686 1,804 1,898 1,909 1,857 1,876
北    米 1,426 1,381 1,321 1,320 1,368 1,384 1,374 1,428 1,481 1,509 1,454 1,445 1,469 1,515 1,529 1,536 1,577 1,634 1,655 1,678
欧    州 2,167 2,118 2,105 2,101 2,124 2,174 2,204 2,254 2,258 2,246 2,188 2,160 2,056 1,976 1,861 1,848 1,866 1,810 1,799 1,790
合計 5,003 4,930 4,909 4,936 5,091 5,219 5,320 5,506 5,682 5,774 5,732 5,759 5,763 5,839 5,851 5,986 6,176 6,207 6,194 6,234

1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

 
出所：IEEJ、EDMC編「エネルギー・経済統計要覧 2002年版」より作成 
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特にアジア地域の CO2排出量は 1980年で 9億 300万 t-C であったが、1999年では 18
億 7,600 万 t-C と 2 倍の伸びを示している。その他の地域では北米、中南米、中東、アフ
リカ、オセアニアの各地域で伸びているのに対し、欧州地域のみが減少傾向を示している。
欧州地域の CO2排出量は 1980年で 21億 6,700万 t-C、1990年で 21億 8,800万 t-C、1999
年で 17億 9,000万 t-Cとなる。1980年代は微増であったのが、1990年代なると減少傾向
が顕著になっている。1999年の対 1990年の削減率は 18％となっている。 
 1999年における主要国の CO2排出量が世界全体に占める割合をみると、米国が 24.7％、
中国が 13.4％と抜きん出ており、ロシアの 6.7％、日本の 5.1％を加えた上位 4カ国で世界
の CO2排出量の半数を占める。以下、インド、ドイツ、イギリス、カナダ、イタリア、韓
国と続く（図 3.3）。CO2排出量をグローバルに削減していくためには、米国の参加が不可
欠となるが、その意味で最大 CO2排出国である米国の京都議定書離脱は大きな影響を与え
ている。 
 

図 3.3 1999 年における主要国の CO2排出シェア 

日　本
5.1%

ロ シ ア
6.7%

中　国
13.4%

米　国
24.7%

イ ン ド
4.0%ド イ ツ

3.6%

イギリス
2.4%

カ ナ ダ
2.2%

韓　国
1.8%

その他
34.1%

イタリア
1.9%

 
出所：IEEJ、EDMC編「エネルギー・経済統計要覧 2002年版」より作成 

 
 1990 年から 1999 年にかけて世界の CO2排出量は 8.8％の伸びを示しているが、主要地
域別に同期間の伸び率をみると、米国が15.3％、欧州OECDがマイナス1.3％、欧州非OECD
がマイナス 35.3％、中国が 24.8％、日本が 10.2％を示している（表 3.1）。なお、中国と日
本を除くアジア地域において CO2排出量が、同期間で 56.7％も拡大していることに注目さ
れる。 
 次節で京都議定書について触れるが、同議定書における CO2排出量の削減目標値は 1990
年の実績値を基に取り決められている。米国はすでに、京都議定書から離脱することを表
明しているが、その理由の一つは基準年の 1990 年が不況の年であったことにある。1990
年以降、米国は高度成長を遂げた結果、温室効果ガスの削減目標が余りにも非現実的とな
り、米国経済にとって受け入れ難いコスト負担を強いることになったからである。日本も
米国ほどではないが、CO2排出量は 1999 年までに 10％も伸びていることから、温室効果
ガスの削減目標の達成が極めて難しく、その点でかなり不利となっている。一方、EU15
カ国では 1990年から 1999年にかけて CO2排出量は全く伸びていない点で、非常に有利で
ある。また「EUバブル」といわれる EU加盟国の共同達成のためにグループを組んでおり、
京都議定書の目標を個々に達成するのではなく、全体で 8％削減を達成することにしている。
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そこではすでに EU の各国間で弾力的な運用が可能となっており、この点でも EU15 カ国
は有利といえよう。 

 
表 3.1 主要国の CO2排出量の伸び 

（単位：炭素換算 100 万トン） 
1 9 9 0 1 9 9 9 伸 び 率

米 　 国 1 , 3 3 8 1 , 5 4 2  1 5 . 3 %  

欧 州 O E C D 1 , 1 0 2 1 , 0 8 7  - 1 . 3 %  

欧 州 非 O E C D 1 , 0 8 6 7 0 3  - 3 5 . 3 %  

中 　 国 6 6 8 8 3 4  2 4 . 8 %  

日 　 本
（ 注 ） 2 9 0 3 2 0  1 0 . 2 %  

そ の 他 ア ジ ア 4 6 1 7 2 2  5 6 . 7 %  

そ の 他 7 8 8 1 , 0 2 5  3 0 . 2 %  

世  界  計 5 , 7 3 2 6 , 2 3 4  8 . 8 %  

E U 1 5 ヶ 国 8 7 2 8 7 1  - 0 . 1 %  
 

注記：IEAの計算を参考に計算を行っているので、日本政府の計算値とは異なる。 
出所：IEEJ、EDMC編「エネルギー・経済統計要覧 2002年版」より作成 

 
 1999年における世界の CO2排出量を化石燃料別にみると、図 3.4のようになる。石油起
源と石炭起源の CO2排出量がほぼ等しいシェア（石油 39.8％、石炭 39.5％）を占め、ガス
起源の CO2排出量は 20.7％のシェアとなっている。 
 

図 3.4 世界のエネルギー源別 CO2排出量シェア（1999 年） 

1999年CO2排出量

炭素換算
62億3,400万トン

石油
39.8%

石炭
39.5%

ガス
20.7%

 
出所：IEEJ、EDMC編「エネルギー・経済統計要覧 2002年版」より作成 
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３３３３-２２２２日本の温室効果ガスおよび日本の温室効果ガスおよび日本の温室効果ガスおよび日本の温室効果ガスおよび CO2排出量排出量排出量排出量 
 
環境省が発表した報告書「1999年度（平成 11 年度）の温室効果ガス排出量について」1

によると、1999年度の温室効果ガスの総排出量（各温室効果ガスの排出量に地球温暖化係
数（GWP）注 1）を乗じ、それらを合算したもの）は、13億 700万 t-CO2（二酸化炭素換算）
であり、京都議定書の規定による基準年（1990年。ただし、HFCs、PFCsおよび SF6につ
いては 1995年注 2））の排出量（12億 2,400万 t-CO2）と比べ約 6.8％の増加となっている。
なお、排出量算定に用いている一部のデータ（廃棄物関係など）については統計の関係上
1997年度の値などを用いて推計していることなどから、総排出量の数値は暫定的なもので
あり、今後変更される可能性がある。1990～1999年までの温室効果ガスの推移を表 3.2に
示す。 

 
 

表 3.2 各温室効果ガスの排出量の推移 
（単位：百万 t-CO2） 

 GWP 基準年 1990 1991 1993 1995 1997 1998 1999 
二酸化炭素（CO2） 1 1,124.4 1,124.4 1,147.8 1,144.0 1,217.8 1,233.5 1,187.0 1,225.0 
メタン（CH4） 21 30.5 30.5 30.3 30.0 29.5 27.7 27.3 27 
一酸化二窒素（N2O） 310 20.8 20.8 20.3 20.3 21.8 23.5 22.3 16.5 
ハイドロフロオロ 
カーボン類（HFCs） 

HFC-134a： 
1,300等 20.0    20.0 19.6 19.0 19.5 

パーフルオロ 
カーボン類（PFCs） 

PFC-14： 
6,500等 11.4    11.4 14.0 12.4 11.0 

６フッ化硫黄（SF6） 23,900 16.7    16.7 14.4 12.8 8.4 
計  1,223.8 1,175.6 1,198.4 1,194.2 1,317.3 1,332.7 1,280.8 1,307.4 

注1） 地球温暖化係数（GWP：Global Warming Potential ） 
温室効果ガスの温室効果をもたらす程度を、二酸化炭素の当該程度に対する比で示した
係数。数値は、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第２次評価報告書（1995）によ
った。 

注2） 京都議定書第 3条第 8項の規定によると、HFCsなど 3種類のガスに係る基準年は 1995
年とすることができるとされている。また、京都議定書の規定では「年」とされている
が、ここでは統計の関係上、エネルギー起源の二酸化炭素などについては会計年度（4
月から 3月）の値を用いている 

出所：環境省ホームペ－ジ 
 

 温室効果ガス排出量における CO2ガスの寄与度は 1999年で 94％と世界全体に比べて、
極めて高いのが特徴となっている。すなわち日本では化石燃料起源 CO2排出量が他の温室
効果ガス排出量に比べて、大きいのが特徴となっている。 
日本の化石燃料起源の CO2排出量は二度に亘るオイルショックの影響で、化石燃料の需

要低迷に伴い 1980年代前半は 2億 5,000万 t-C（炭素換算）前後の横這い状態で推移して
いた。しかし、同年代後半になると景気回復に伴い CO2排出量は増加し始め、京都議定書
基準年となった 1990年度では 2億 8,700万 t-C、1994年度では 3億 t-Cを超え、2000年
度では 3億 1,700万 t-Cに達している（図 3.5）。 
 

                                                   
1 環境省ホームページ、http://www.env.go.jp/earth/report/h13-03/01.pdf 
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図 3.5 日本の CO2排出量の推移 
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出所：IEEJ、EDMC編「エネルギー・経済統計要覧 2002年版」より作成 

 
 2000年度の日本の CO2排出量を部門別にみると、発電部門がもっとも多く、そのシェア
は自家消費を含めて 38％を占め、以下産業部門 29％、運輸部門 21％、民生部門 12％の順
となっている（図 3.6）。 
 また、化石燃料別に 2000 年度の日本の CO2排出量をみると、石油起源の CO2排出量が
もっとも多く、そのシェアは 56％に及び、以下石炭起源が 31％、ガス起源が 13％となっ
ている。世界平均に比べると、石油起源の CO2排出量が多く、ガス起源の CO2排出量が少
ないのが特徴となっている（図 3.7）。 
 

図 3.6 日本の部門別 CO2排出量シェア（2000 年度） 
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出所：IEEJ、EDMC編「エネルギー・経済統計要覧 2002年版」より作成 
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図 3.7 日本のエネルギー源別 CO2排出量シェア（2000 年度） 
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出所：IEEJ、EDMC編「エネルギー・経済統計要覧 2002年版」より作成 

 
 
３３３３-３３３３世界の世界の世界の世界の CO2排出量の見通し排出量の見通し排出量の見通し排出量の見通し 
 
（1） IEA「World Energy Outlook 2000」 
 IEAの「World Energy Outlook 2000」によれば化石燃料起源の CO2排出量は 1997年か
ら 2020年にかけて年率 2.1％で伸びていき、2010年では 82億 400万 t-C（炭素換算）、2020
年では 100億 400万 t-Cと予測されている（図 3.8）。同期間の CO2排出量の伸び率を燃料
別にみると、年率で石炭が 1.8％、石油が 2.0％、ガスが 2.7％の順でガスが最も高くなって
いる。また、燃料別の CO2排出量における絶対量の比較では石油＞石炭＞ガスの順であり、
2020年においてもこの順位は変わらない。 
 

図 3.8 世界のエネルギー源別 CO2排出量の予測 
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出所：IEA「World Energy Outlook 2000」より作成 



IEEJ：2002 年 8 月掲載 

 14

（2）米国エネルギー省、EIA「International Energy Outlook 2001」 
米国エネルギー省、EIAの「International Energy Outlook 2001」によると、CO2排出
量は 1990 年の 58 億 t-C（炭素換算）から、2010 年には同 78 億 t-C、2020 年には同 98
億 t-Cに増加するとしているが、「World Energy Outlook 2000」に比べると低めに予想し
ている（図 3.9）。 
 

図 3.9 地域別 CO2排出量の見通し 

 
出所：EIA「International Energy Outlook 2001」 

 
CO2 排出量の増加の殆どは、新興経済によってエネルギー消費が最も盛んになると考え
られる発展途上国地域で発生すると予想されている。発展途上国が CO2排出量の増加分に
占める割合は、1990～2010 年は 81％、1990～2020年は 76％と考えられている。発展途
上国が予想された通りに石炭やその他の化石燃料に大きく依存し続ければ、先進工業世界
が CO2排出削減努力を開始しても、世界の CO2排出量は予測範囲を大幅に越えてしまうだ
ろう。 
 
３３３３-４４４４日本の日本の日本の日本の CO2排出量の見通し排出量の見通し排出量の見通し排出量の見通し 
 
 総合資源エネルギー調査会報告書（平成 13 年 7 月）のエネルギー需給見通しに基づく、
CO2排出量の見通しは表 3.3に示す通りであるが、2010年の基準ケースで 3億 700万 t-C
（炭素換算）となっている。1990年度の実績値に対し、6.9％オーバーすると見込まれてい
る。また、京都議定書の目標値を達成するためには、2,000万 t-Cの CO2排出量の削減を必
要としている。 
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表 3.3 日本の CO2排出量の見通し 
1990 1999 2010 

年 度 
実績 実績 基準ケース 目標ケース 

一次エネルギー供給（原油換算・百万ｋｌ） 526 593 622 602 程度 
CO2排出量（炭素換算・百万トン） 287 313 307 287 程度 

（対 90 年度比伸び率）  （8.9％） （6.9％）  
出所：総合資源エネルギー調査会報告書（平成 13年 7月） 
 
 
３３３３-５５５５CO2排出原単位排出原単位排出原単位排出原単位 
 
燃料別に CO2排出原単位を比較すると、図 3.10に示すように、石炭が最も高く一般炭（国

内）で 1.0422t-C/toeとなり、同様に原油が 0.7811t-C/toe、LNGが 0.5639t-C/toeとなる。
また、電源別の kWh当たりの CO2排出原単位を図 3.11に示す。石炭、石油、天然ガスの
各火力の原単位はそれぞれ 270、200、178g-C/kWhとなり、石炭火力の値がいちだんと高
くなっている。 
 化石燃料は燃焼時に CO2ガスを排出するのは当然のことであるが、他にも生産、備蓄お
よび輸送の各段階で CO2ガスを排出している。したがって、各燃料の CO2排出量を評価す
る際は生産段階から最終消費段階までのライフサイクルに基づいて評価する必要がある。
図 3.12 は日本に輸入される化石エネルギー（石炭、石油、LPG、LNG）の生産から輸送、
消費までを対象とし、ISO（国際標準化機構）が定めている ISO14040に準拠して各化石燃
料の CO2負荷を求めたものである。 
石炭の CO2負荷を 100％とした場合のライフサイクル評価ケースと燃焼時評価ケースの

比較を表 3.4 に示す。同表によれば LNG のライフサイクル評価ケースが 69％、燃焼時評
価ケースが 60％と両ケースの間でかなり異なった数値となっている。これは LNGの生産、
液化工程における燃料消費、フレア燃焼、ベントによるメタンガス（CH4）のリークが比較
的大きいためである。日本で発生する CO2排出量を算出する際は燃焼時の CO2が主となる
が、グローバルな見地で CO2排出量を評価するならば、ライフサイクルに基づいた CO2排
出量を算出すべきであろう。 
 

図 3.10 燃料別 CO2排出原単位の比較 
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出所：環境庁、地球環境部「二酸化炭素排出量調査、報告書（1992年 5月）」 
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図 3.11 各種電源の 1kWh 当たりの CO2排出量 
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出所：電力中央研究所（1995年 3月） 
 
 

図 3.12 化石エネルギーの環境負荷比較（CO2排出原単位：真発熱量ベース） 
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注記： グラフ上部の％表示は、石炭の CO2排出原単位を 100％とした場合の各化石エネルギー

の環境負荷比較。 
出所： 日本エネルギー経済研究所定例研究報告会資料「わが国における化石エネルギーに関す

るライフサイクルインベントリー分析（1999年 5月）」 
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参考までに、環境庁の「二酸化炭素排出量調査、報告書」（図 3.10）と電力中央研究所の
データ（図 3.11）につても比較してみると、環境庁のデータは石炭と LNG の CO2負荷の
差が最も大きくなっている。 
 

表 3.4 各ケースにおける CO2負荷の比較 
 石炭 石油 LNG LPG 
ライフサイクル（真発熱量ベース） 100％ 80％ 69％ 74％ 
燃焼時（真発熱量ベース） 100％ 80％ 60％ 71％ 
環境庁、報告書（一般炭（輸入）ベース） 100％ 76％ 55％ 66％ 
電力中央研究所（1995/3） 100％ 74％ 66％ － 
注記：図 3.10～3.12より算出 
 
 
４４４４    CO2排出量の削減排出量の削減排出量の削減排出量の削減 
 
４４４４-１１１１京都議定書の要点京都議定書の要点京都議定書の要点京都議定書の要点 
 
京都議定書については多くの解説が行われているが、その要点は、以下の通りである2。 
 
① 対象ガス：６種類（CO２、CH４、N２O、HFCs、PFCs、SF６） 
② シンク（吸収源）の取扱い：1990年以降の新規の植林、再植林及び森林減少に係る排

出及び吸収を限定的に考慮する。 
③ 目標年／期間：2008－2012年の５年間を第１約束期間とする。 
④ 数量目標（QELROs）：附属書Ｉ国全体で、CO２、CH４、N２O の３ガスについては、

基準年を 1990年とし、HFC、PFC、SF６の３ガスについては基準年を 1995年として、
二酸化炭素換算での総排出量を少なくとも 5％削減（附属書Ⅰ環境省ホームページ国全
体で 5.2％削減、対策をとらなかった場合と比べて約 30％の削減）。各国は、別途定め
られた割当量を超過しないことを確保（我が国−６％、米国−７％、ＥＵ−８％）。 

⑤ 附属書Ⅰ国間の共同実施：附属書Ⅰ国間における共同実施を認める。 
⑥ 排出権取引：仕組み、ルール、ガイドライン等を条約の締約国会議で設定した上で附

属書Ｉ国間で認める。 
⑦ クリーン開発メカニズム：非附属書Ｉ国の持続可能な開発、条約目的達成の支援及び

附属書Ｉ国のQELROsの達成を目的とする。非附属書Ｉ国は、本メカニズムに基づき、
排出削減につながるプロジェクト活動により利益を得、附属書Ｉ国は、同プロジェク
トで生じる承認された削減量を自国の QELROs達成に使用可。本メカニズムは、議定
書の締約国会合の監督の下、本メカニズムの理事会による管理・指導を受ける。 

⑧ 政策措置：附属書Ｉ国は、QELROs の達成に当たり、リストに挙げられたような政策
措置を実施。政策措置の調整が有益であると判断した場合、調整の方法を検討する。 

⑨ バブル：法的責任関係を明確化した上で、（EU）バブルを認める。 
⑩ バンキング・ボローイング：バンキング（超過削減量の繰り越し）については、締約

国からの要請に基づき、次期以降の約束期間に含めることを認める。ボローイング（不
足削減量の前借り）については認めない。 

⑪ 発効要件：55 以上の条約締約国の批准（ただし、批准した附属書Ｉ国の二酸化炭素の
総排出量が 1990年の総排出量の 55％以上）後 90日目に発効。 

                                                   
2 環境省ホームページ、http://www.env.go.jp/earth/cop3/kaigi/pointg.html 
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４４４４-２２２２米国の京都議定書離脱および同議定書の持つリスク米国の京都議定書離脱および同議定書の持つリスク米国の京都議定書離脱および同議定書の持つリスク米国の京都議定書離脱および同議定書の持つリスク 
 
米国は 2001年 3月に京都議定書離脱を表明したが、ブッシュ政権および米国産業界はな

ぜ京都議定書に反対しているのか、あるいは同議定書の問題点は何か。この設問に対し、
石油メジャーの意向を反映すると言われている全米石油財団による「もし京都議定書がダ
メなら、次は何か」と題する最近のレポートは、以下のように答えている3。 

 
① 温室効果ガス（GHG）の削減目標が余りにも非現実的であり、米国経済にとって受け
入れ難いコスト負担を強いるからである。特に米国に不利な点は、基準年の 1990 年が
不況の年であったことである。今年 3月に米エネルギー省が発表した世界の長期エネル
ギー展望によると、1999年の米国の CO2排出量は 90年水準をすでに 12％上回ってい
るが、2010年には 34％増になるとしている。それに対して、EUは、99年で 1％増、
2010年で 12％増にとどまると見ている。 
 

② 議定書は途上国に全く削減義務を課しておらず、また 2008～2012 年以降の排出抑制に
ついて何の取り決めもなされていない。途上国の排出量は、1990～2010年で 2倍近く
増加し、中国の排出量は 2010年には EUの水準を上回ると見られているからである。
米国が議定書の削減目標を達成しようとすれば、2010年までに約 40％も CO2排出量を
削減する必要があり、そのための膨大なコスト負担は途上国に対する米国産業の国際競
争力を不当に損なうことになる。 
 

③ 議定書の目標を達成しうる唯一の可能性は「京都メカニズム」を最大限活用することに
あるが、制度の具体的な運用については議論が紛糾してメドが立っていない。また、こ
の制度により米国企業が毎年数十億ドルもの資金をロシアに移転することを求められ
ることは問題である。ロシアは、たまたま 1990 年が基準年に選ばれただけの理由によ
って GHGを削減するために一ドルも支出せずにすむ。 
 

④ 最近のカリフォルニア州での事態が、排出権取引に過度な期待を抱くことをためらわせ
ている。確かに米国で SOxの排出権取引は成功したが、カリフォルニア州の NOx取引
制度は、電力不足に伴う火力発電の急増と排出権取引価格の急騰によって、機能しなく
なったからである。同州の経験は、制度の設計時に予想されるよりも排出権取引価格が
高くなるリスクがあることに、十分留意すべきことを示している。 

 
以上のような理由で、米国は京都議定書が当初から実行できるかどうか非常に危ぶまれ
ているとしているが、温暖化対策には取り組むべきだと主張する。このような米国の主張
を独善的であると一蹴するのは簡単だが、その背後には京都議定書が持つ政治的、経済的
影響の大きさについて、もう一度冷静かつ現実的に考え直すべきだとの強い信念がある。
京都議定書は、米国産業の国際競争力を弱めようとする EU が仕組んだワナであり、また
「戦略的競争相手」の中国やロシアに不当な利益を与えるものだとの不信感を根強く持っ
ている。 
上記の米国の主張の中で、「米国」という言葉を「日本」に置き換えてみると、温暖化問
題が各国間の「パワーゲーム」的な色彩を強める中で、日本の置かれた立場は決して安閑
としていられないことは明らかである。また、排出権取引で実績を積んでいる米国の指摘
（上記④）、すなわち排出権取引の制度が確立されていない現状において、その有効性の確
認もなく京都議定書の批准を進めることは極めてリスクが高いものとなる。 
米国では SO2の排出権取引プログラムを 1990年に導入して、大成功を収めている。当初

                                                   
3 十市勉、電気新聞、2001年 5月 23日付 
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予想された SO2削減限界コストは US$300～600/t-SO2であったが、1996年の SO2取引価
格は US$70/t-SO2まで下がってきている。これには西部炭の代表的存在となっている低硫
黄分のパウダーリバーベーズン炭が輸送を含めて低価格で供給されたことが大きく貢献し
ている。米国で SO2排出権取引が成功した大きな要因は、一つの国内で企業間あるいはプ
ラント設備間で取り引きされていることである。一方、国家間あるいは地域間で行われよ
うとしている CO2排出権取引には、その各国家、地域の外交政策あるいは環境政策が入っ
てくることから、米国の SO2排出権取引の例はあまり参考にならないだろう。CO2排出権
取引は、国際市場がまだ十分に機能することが確認できていない。また、バンキングにお
ける旧ソ連・東欧の排出権供給側の対応によっては、排出権取引価格が高騰する可能性が
存在する。バンキング（Carry Over）とは、約束期間中の温室効果ガス排出量実績が京都
議定書目標を下回った場合、次期の約束期間に余剰の排出枠を持ち越すことができるとい
うものである。旧ソ連や東欧諸国は経済的な低迷により、削減努力を行わなくとも、排出
量が目標を大幅に下回る（いわゆるホットエア）可能性があり、この余剰排出枠をバンキ
ングしたり国際市場で販売したりする選択肢を有している。もし、供給側が第二拘束期間
の排出権取引価格が高くなると判断した場合はバンキングに走り、その結果第一拘束期間
（2008～2012年）の排出権取引価格はそれ程安くならず、その際に排出権購入側が京都議
定書の目標値の達成に拘泥すると、排出権取引価格は高騰する可能性が高くなる。 
 
４４４４-３３３３温室効果ガス削減割当量温室効果ガス削減割当量温室効果ガス削減割当量温室効果ガス削減割当量 
 
京都議定書では、その附属書 B4に記載された国々が、それぞれ 1990 年比の温室効果ガ
ス削減目標を設定し、2008 年から 2012 年の年間平均排出量において、その目標を達成す
るということが規定されている。図 4.1に示される目標値は、仮に各国がそれを遵守した場
合、附属書 B国から排出される温室効果ガス排出量が 1990年に比べて 5.2％削減されると
いう水準である。対象とする温室効果ガスの中でも二酸化炭素は、その温暖化に対する寄
与度が、トータルでみれば他の温室効果ガスを上回っていること、そしてその削減対策が
各国の経済活動に対して大きな影響を与える可能性があることなどにより、国内外の取り
組みを検討する上で最も注目されている。 

 
図 4.1 温室効果ガス削減割当量 

 
出所：日本エネルギー経済研究所資料 

                                                   
4 附属書 B国（Annex B国）：気候変動枠組条約、附属書Ⅰ国とほぼ同一の京都議定書での定義 
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４４４４-４４４４京都メカニズム京都メカニズム京都メカニズム京都メカニズム 
 
京都メカニズムは温室効果ガス排出削減量をクレジット（Credit）として取り引きし、取

引主体間、ひいては世界規模での温室効果ガス排出量削減費用を最小化することを目的に
考案された取引手法である。具体的には、① 排出権取引（Emissions Trading）、② 共同
実施（Joint Implementation：JI）、③ クリーン開発メカニズム（Clean Development 
Mechanism：CDM）がある。日本をはじめとして、省エネルギーが相当程度進んだ国にと
って、温室効果ガス排出量削減のための限界費用は非常に高い水準にある。しかし、経済
水準が相対的に低い、もしくはエネルギー消費効率の改善が発展途上にある国々では、コ
ストの安い削減手段が多く存在する。京都メカニズムは、こういった削減コストの異なる
国、もしくは事業者が、「市場」を通して排出権の取引を行い、双方がそれぞれ経済的メリ
ットを享受することを可能とする。この市場取引を国際的に行うにあたっては、クレジッ
トの認証、取引の管理などを行う機関の存在が必要となる。 
 なお、2001年 11月のマラケシュ COP7において京都メカニズム関連の以下の項目が合
意された。 
 

① 京都メカニズムは国内措置に対して補足的であるが、量的な制限は特にない。 
② 国に登録することで、事業者も取引に参加することができる。 
③ 各種排出クレジットは互換性を持ち、先進国間で自由に取引が可能。 
④ JIおよび CDMは、2000 年以降のプロジェクトに対しても有効。 
⑤ 小規模 CDMを優先的に導入するようなルール設定。 
⑥ CDM事業における資金的追加性は事実上問われない。 
 

４４４４-５５５５地球温暖化対策推進本部による地球温暖化対策推進本部による地球温暖化対策推進本部による地球温暖化対策推進本部による CO2排出削減の指針とその課題排出削減の指針とその課題排出削減の指針とその課題排出削減の指針とその課題 
 
平成 9年 12月 19日閣議決定により、気候変動に関する国際連合枠組み条約第 3回締約

国会議において採択された京都議定書の着実な実施に向け、地球温暖化防止に係る具体的
かつ実効ある対策を総合的に推進するため、内閣に地球温暖化対策推進本部を設置した。
同本部の構成員は、本部長：内閣総理大臣、副本部長：内閣官房長官、経済産業大臣、環
境大臣からなる。 
平成 10年 6月 19日地球温暖化対策推進本部により「地球温暖化対策推進大綱」(旧大綱)
が決定された。その後、平成 14年 3月 13日、COP7において京都議定書の運用に関する
細目を定める文書が決定されたことを受け、地球温暖化対策推進大綱改定案の骨子が明ら
かとなった。同案は先の総合資源エネルギー調査会の報告を踏まえ、エネルギー起源の二
酸化炭素に係わる排出削減量について以下のように述べている。 
 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
1998 年の「地球温暖化対策推進大綱」(旧大綱)に基づき、エネルギー需給両面の対策を
強力に推進しているところであるが、現在の政策の枠組みを維持した場合でも、2010 年度
のエネルギー起源の二酸化炭素排出量は約 1,126 百万 t-CO2となり、約 1,053 百万 t-CO2で
あった1990年度に比べ約73百万 t-CO2増加すると見込まれる。これは、需要面においては、
民生・運輸自動車部門を中心としたエネルギー需要が 1990 年度に比べると大幅に伸び、供
給面においては、発電用の燃料を中心として、旧大綱策定時に想定したとおりには原子力
などの非化石エネルギーの導入が進まず、むしろ安価な石炭が大幅に増加することが見込
まれることによる。 
このため、2010 年度におけるエネルギー起源の二酸化炭素排出量を 1990 年度レベルに抑
制するため、旧大綱に盛り込まれた措置を着実に実施するとともに、更なる省エネルギー
対策、新エネルギー対策および新たに燃料転換などの対策を実施する。また、安全性の確
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保を大前提として、原子力の立地を引き続き着実に推進していくこととする。 
これらの追加対策による 2010 年度の排出削減量は、需要面での排出抑制対策(省エネル

ギー対策)で約 22 百万 t-CO2、新エネルギー対策で約 34 百万 t-CO2、燃料転換などで約 18
百万 t-CO2となる。また、これらの対策が実施された際の各部門における 2010 年度におけ
る排出量は、産業部門は約 462 百万 t-CO2（マイナス 7％）、民生部門は約 260 百万 t-CO2
（マイナス 2％）、運輸部門は約 250 百万 t-CO2（プラス 17％）となる（カッコ内は 1990 年
度の各部門別の排出量からの削減割合）。各追加対策による削減量および各部門毎の排出削
減量は本大綱において京都議定書の約束を果たすための目標として位置付けられるが、部
門ごとの排出削減目標量については、我が国が潜在成長率どおりの経済成長をとげつつ、
エネルギーの供給側における安全性を前提とした原子力の推進、新エネルギー導入対策、
燃料転換対策などの対策が所期の効果をあげ、かつ、エネルギー需要側の各部門における
対策が所期の効果をあげた場合に達成することができると試算される目安として設定する
ものである。 
地球温暖化問題はエネルギー問題と密接な関係があり、今後、環境と経済を両立させつつ、
京都議定書の 6％削減約束を達成するため、エネルギー需給両面において各般にわたる対策
をより一層強化し、環境調和型のエネルギー需給構造の構築を行う。また、事業者による
京都メカニズムの活用についてはエネルギー起源の二酸化炭素排出抑制をより確実なもの
とするための有効な対策である。なお、エネルギー需給面における二酸化炭素排出量削減
ついては、各対策による排出の削減が当該対策のみで達成されるのではなく、本大綱に盛
り込まれた需給両面の全ての対策の効果をあわせた結果、当該対策の効果として算出され
る試算値である。このような観点から、対策の評価を行う際には、削減量や導入目標量を
用いつつ、エネルギー需給構造全体の観点に立って一定の幅をもって行うことが適当であ
る。 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
 
上記の地球温暖化対策推進大綱改定案の方針に基づき、日本における温室効果ガスの京
都議定書目標達成の温暖化ガス削減シナリオを図 4.2に示す。 
 

図 4.2 温暖化ガス削減シナリオ 
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出所：「地球温暖化対策推進大綱」および「地球温暖化対策推進大綱改定案」より作成 
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 このシナリオの重要なポイントは 2010年度のエネルギー起源のCO2排出量を 1990年度
実績と同じ量にしているところにある。具体的には 2010 年度のエネルギー起源の CO2排
出量は 3億 700万 t-Cで、対 1990年度比 2,000万 t-Cの増加と見込まれるが、省エネルギ
ー対策により、600万 t-C、新エネルギー対策で 900万 t-C、燃料転換などで 500万 t-C、
合計 2,000万 t-C を抑制することになっている。すなわち国内対策によって CO2排出量の
抑制を考えており、排出権取引などの京都メカニズムがエネルギー起源の CO2排出対策と
して考慮されていない。同シナリオでは排出権取引などによる温室効果ガス削減は、削減
目標であるマイナス 6％の内、1.8％に止まっている。一方、COP7 では「京都メカニズム
は国内措置に対して補足的であるが、量的な制限は特にない」とされている。 
 
４４４４-６６６６エネルギー起源エネルギー起源エネルギー起源エネルギー起源 CO2排出削必要減量排出削必要減量排出削必要減量排出削必要減量 
 
総合資源エネルギー調査会の 2010年までのエネルギー需給見通しの基準ケースでは、現
行の省エネルギー対策だけでは 3億 700万 t-Cとなり、1990年の 2億 8,700万 t-Cに対し
6.9％、つまり 2,000万 t-Cオーバーすることとなる（表 4.1）。 
 

表 4.1 総合資源エネルギー調査会見通しにおける CO2排出削必要減量 

 1990年 2010年見通し 
基準ケース CO2排出削減量 

炭素換算（C－百万トン） 287 307 20 

炭酸ガス換算（CO2－百万トン） 1,053 1,126 73 
出所：総合資源エネルギー調査会報告書（平成 13年 7月）より作成 

 
先に（1.2節）述べたように総合資源エネルギー調査会報告書における基準ケースはかな
りの省エネルギーをすでに見込んでおり、「地球温暖化対策推進大綱改定案」に示された
2010年の CO2排出量削減量である 2,000万 t-Cは低めに予測された数値と思われる。米国
エネルギー省の見通し（EIA「International Energy Outlook 2001」の基準ケース）によ
ると、2010年の見通し値と 1990年の実績値の差（増加見通し）は 6,100万 t-C となって
おり、総合資源エネルギー調査会の見通しよりも 3倍も多くなっている（図 4.3）。 
 

図 4.3 1990 年を基準とした各国の 2010 年における CO2排出量の増減見通し 
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注記：CO2排出量の増減加見通しは、2010年の見通し値から 1990年の実績値を減じて算定。 
出所：EIA「International Energy Outlook 2001」基準ケースより作成 
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４４４４-７７７７京都メカニズム利用の試算京都メカニズム利用の試算京都メカニズム利用の試算京都メカニズム利用の試算 
 
日本における京都メカニズムの利用の可能性について、米国マサチューセッツ工科大学
のスタディ5に基づき検討してみる（図 4.4）。 
同スタディの自然体シナリオにおいては CO2排出量の見通しは 3億 3,000万 t-Cとして

おり、1990年の実績が 2億 8,700万 t-C（表 4.1参照）であることから、必要な削減量は
4,300 万 t-C となる。図 4.4 は必要削減量と限界削減コストの関係を示したものであるが、
国内対策だけで 4,300 万 t-C の削減を行うと、最終的には削減コストは炭素 1 トン当たり
US$162 まで上昇する。しかし、この時の国際排出権取引価格が US$60/t-C とすれば、限
界削減コストが US$60/t-C までは国内対策を行い、限界削減コストがそれ以上となれば、
排出権をUS$60/t-Cにて購入した方が有利となる。同図における Aと Bを足した部分がコ
スト削減部分となり、約US$12億となり、それは国内対策のみで対応した場合の 37％に相
当する（表 4.2、ケースⅢ）。 
排出権取引に制約を加えた場合（表 4.2、ケースⅡ）、例えば「地球温暖化対策推進大綱」

に示されるように 1990年の排出量 2億 8,700万 t-Cの 1.8％（＝517万 t-C）までの排出権
しか購入できないとすると、削減できるコストは A の部分のみとなり、その額は約 US$5
億（15％）に止まる。このことから排出権取引あるいは他の京都メカニズムに制約を加え
ると、コスト負担の面で極めて不利となる可能性がある。 

 
図 4.4 日本における京都メカニズムの有効性 

 
                                                   
5 A.D. Ellermann, H.D. Jacoby, A. Decaux, MIT, report 41, 1998,「The Effects on Developing 
Countries of the Kyoto Protocol and CO2 Emissions Trading」 

出所：A.D. Ellermann, H.D. Jacoby, A. Decaux, MIT, report 41, 1998のデータを参考に IEEJで作成 
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表 4.2 排出権取引のコスト削減効果 

 総コスト 
（億ドル） 

同差額 
（億ドル） 

コスト削減 
（％） 

平均コスト 
（US$/t-C） 

Ⅰ. 国内対策のみ 31.5 － － 73 

Ⅱ. 国内対策＋排出権取引制約：1.8％ 26.9 4.7 15 62 

Ⅲ. 国内対策＋排出権取引 19.8 11.7 37 46 
注記：図 4.7より概算したもの 

 
 国内対策に限られた場合の CO2排出削減限界コストは上記スタディでは US$162/t-C と
算出されているが、他の研究機関でも多数の報告がみられる。表 4.3は、米国、欧州、日本
のそれぞれにおける排出権取引を行わない場合の CO2排出削減限界コストの各試算を示し
ているが、これによると日本のコストは、CO2-1 トン当たり US$23～222 となっている。
日本に比べると欧州はやや低めで米国はかなり低めとなっている。京都議定書、附属書 B
締約国内で排出権取引を行うと CO2排出削減限界コストは US$6～36/t-CO2、また発展途
上国も加えた世界全体で排出権取引を行うと同コストは US$4～24/t-CO2 と非常に安くな
ることを示唆している。 
 

表 4.3 CO2排出削減限界コスト（排出権取引の効果） 
（単位：US$/t-CO2） 

 
出所：IEA,「International Emission Trading - From Concept to Realty」 

 
 
その際に GDPに与える影響を示したのが表 4.4である。これによると限界コストの高い
日本は、排出権取引のない場合（国内対策のみ）、GDPが 0.25～1.2％低下する。気候変動
枠組条約の附属書Ⅰ国において排出権取引を実施した場合は 0.1～0.2％の低下し、世界全
体で排出権取引を実施した場合は 0～0.2％低下する可能性を示している。したがって、排
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出権取引（京都メカニズム）は、マクロ経済に大きな影響を与えると考えられる。 
 

表 4.4 排出権取引が GDP の増減に及ぼす影響 

モデル 地域 排出権取引なし 排出権取引あり 
附属書Ⅰ国 

排出権取引あり 
世界 

SGM 米国 -0.4% -0.28% -0.12% 

MERGE 米国 -1% － -0.25% 

米国 -0.3% -0.2% -0.2% 

日本 -0.8% -0.2% -0.2% G-Cubed 

他の OECD -1.4% -0.5% -0.2% 

GTEM 附属書Ⅰ国 -1.2% -0.3% － 

GREEN 附属書Ⅰ国 -0.5% -0.1% － 

米国 -0.45% -0.3% -0.2% 

日本 -0.25% -0.15% 0% AIM 

ＥＵ -0.3% -0.17% -0.07% 

注記：モデル名については表 4.3の Note参照 
出所：IEA「International Emission Trading - From Concept to Realty」 

 
 
 
５５５５    地球環境対策が石炭需給に及ぼす影響地球環境対策が石炭需給に及ぼす影響地球環境対策が石炭需給に及ぼす影響地球環境対策が石炭需給に及ぼす影響 
 
５５５５-１１１１米国米国米国米国 EIAの試算の試算の試算の試算 
 
 米国エネルギー省、EIAは、米国内における京都議定書の影響について、「京都議定書が
米国のエネルギー市場および経済活動に与える影響」6と題する スタディを 1998年に行っ
ている。その報告によれば、京都議定書を考慮しない場合（基準ケース）の石炭の需要見
通しは 2010年で 24.14×1015Btu（8億 7,000万 tce）と想定される。これに対して CO2排
出量を国内対策よって 1990年の CO2排出量から 7％削減した場合の石炭消費量は、5.44×
1015Btu（1 億 9,600 万 tce）に激減する（図 5.1）。同スタディはその他のケースについて
も CO2排出量が対 1990年比プラス 24％、プラス 14％、プラス 9％、0％、マイナス 3％、
の各ケースについて 2010年の石炭需要を求めているが、それぞれ 19.70×1015Btu、14.81
×1015Btu、11.68×1015Btu、7.80×1015Btu、6.72×1015Btuとなる。また、石炭換算では
7億 1,000万 tce、5億 3,400万 tce、4億 2,100万 tce、2億 8,100万 tce、2億 4,200万 tce
となっている。 
 

                                                   
6 米国エネルギー省、EIA,「Impacts of the Kyoto Protocol on U.S. Energy Markets and 
Economic Activity」, 1998 
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図 5.1 米国の石炭需要見通し 

 
出所：米国エネルギー省、EIA 

 
 

1億 9,600万 tceの需要は基準ケースに比べて、77％も減っているが、これは米国石炭産
業の壊滅を意味する。図 5.2は 1949年以降における米国の石炭生産量の推移を示したもの
であるが、過去 50年間で最も生産量の低かったのが 1961 年の石炭換算 3 億 7,600万 tce
であった。石炭産業への影響は極めて重大であることが明らかである。 
 

図 5.2 米国の石炭生産量の推移 
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５５５５-２２２２電力中央研究所の試算電力中央研究所の試算電力中央研究所の試算電力中央研究所の試算 
 
電力中央研究所の試算7によれば、国内対策、すなわち環境税によりCO2排出量を削減し、
京都議定書の数値目標を達成した場合、2010年における石炭・コークスの需要は参照ケー
ス（BAU：Business As Usual）よりも 35.6％減少すると報告されている。表 5.1に示すよ
うに同試算の2010年における石炭需要はBAUケースで原油換算1億1,900万kl（1億5,700
万 tce）となる。35.6％減少した場合、石炭需要は 1億 100万 tceとなり、これは約 20年
前の石炭需要に相当する数値まで激減することを示している。 
この試算における 2010年度の環境税は 33,000円/t-C としており、課税前の価格に比べ
て、課税後の石炭が約 6倍、原油が 2.2倍、LNGが 1.9倍に上昇する。石炭価格は元々安
いことに加え、炭素含有率ベースにて課税されることからその上昇率がもっとも高くなっ
ている。 
 

表 5.1 電力中央研究所エネルギー供給見通し 

（原油換算億 kl） 

 1997：実績 2000 2010 2025 

合 計 6.04 5.99 6.35 6.67 

石炭 1.02 1.03 1.19 1.26 

石油 3.24 3.18 3.08 2.99 

天然ガス 0.70 0.73 0.79 0.88 

水力 0.23 0.21 0.21 0.21 

原子力 0.78 0.77 0.98 1.19 

地熱 0.01 0.01 0.01 0.01 

新エネなど 0.07 0.07 0.08 0.13 

構成比（％） 

石炭 16.9 17.1 18.8 18.9 

石油 53.6 53.0 48.5 44.8 

天然ガス 11.6 12.2 12.5 13.2 

水力 3.8 3.4 3.2 3.1 

原子力 12.9 12.8 15.5 17.9 

地熱 0.2 0.2 0.2 0.2 

新エネなど 1.1 1.2 1.3 1.9 
出所：電力中央研究所報告「環境税導入の日本経済、エネルギー需要に及ぼす影響」より作成 

 
 

                                                   
7 電力中央研究所、「環境税導入の日本経済、エネルギー需要に及ぼす影響（平成 13年 9月）」 
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５５５５-３３３３電源開発（株）の試算電源開発（株）の試算電源開発（株）の試算電源開発（株）の試算 
 
電源開発（株）では、京都メカニズムを用いた場合の日本および世界の石炭消費量の見
通しを試算8している。以下にその概要を紹介する。 

 
(1) 京都メカニズムの活用と日本の石炭消費 
京都メカニズムの利用によって、日本の石炭消費に生じる変化について同社が試算した

例を図 5.3 に示す。京都メカニズムを利用せず、国内対策のみによって CO2削減を図る場
合には、省エネルギーおよび石炭から他燃料への転換が進行するため、BAUケースに比べ
て石炭の消費量が大幅に落ち込んでいる。しかし、全世界で京都メカニズムを活用すれば、
メカニズムを通じてコミットメントの達成が進むため、BAUケースに近い石炭消費量にな
っている。この傾向は、米国および西欧にも共通して見られる。 

 
図 5.3 京都メカニズムと日本の石炭消費量 
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出所：野中譲、JAPAC国際交流会、1999年 

 
(2) 京都メカニズムの活用と世界の石炭消費 
同様の試算を、世界の石炭消費量について行った例を図 5.4に示す。この場合、BAUケ

ースに比べて石炭の消費量は低下するものの、石炭消費の増加傾向そのものは変わらない。
また、日本に見られるような、京都メカニズムの活用範囲に応じた石炭消費量の顕著な違
いも見られない。このことは、京都メカニズムが石炭の消費量に及ぼす影響が、国毎に異
なることを示唆している。以上をまとめると以下のようになる。 

 
① 京都メカニズムを利用しない場合、附属書Ⅰ国の石炭消費量は低迷するが、非附属書

Ⅰ国の石炭消費量は BAUで伸びるため、世界の石炭消費量は増加する。 
② 日本などの石炭消費量が落ち込み、世界の石炭の流れに影響がでる。 
③ 附属書Ⅰ国のみで京都メカニズムを利用する場合、世界の石炭消費傾向は京都メカニ

ズムを利用しない場合とほぼ同様だが、日本などの石炭消費量の落ち込みはかなり回
復する。 

                                                   
8 野中譲、「京都メカニズムと国際協力のあり方」、JAPAC国際交流会、1999年 
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④ 全世界で京都メカニズムを利用する場合、附属書Ⅰ国の石炭消費量は BAUケースに近
づくが、附属書Ⅰ国にクレジットを供給する非附属書Ⅰ国の石炭消費量が低下するの
で、世界の石炭消費量はその他のケースに比べて大きな差異が生じない。 

 
図 5.4 京都メカニズムと世界の石炭消費量 
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出所：野中譲、JAPAC国際交流会、1999年 

 
なお、上記の試算によると CO2排出抑制・削減限界コストは、表 5.2 の通りとなってい

る。 
 

表 5.2 CO2削減の限界コスト 

京都メニズム利用の範囲 利用しない（日本） 附属書Ⅰ国 全世界 

限界削減コスト（$/t-C） 350 70 25 
出所：野中譲、JAPAC国際交流会、1999年 

 
 
 
６６６６    中国石炭火力における中国石炭火力における中国石炭火力における中国石炭火力における CO2排出量削減の可能性：京都メカニズムのシーズ排出量削減の可能性：京都メカニズムのシーズ排出量削減の可能性：京都メカニズムのシーズ排出量削減の可能性：京都メカニズムのシーズ 
 
 中国は米国と並び世界最大の石炭消費国であるが、EIA の「International Energy 
Outlook 2001」によれば、1999年の石炭需要は 9億 7,500万トンで 2010年には 16億 4,200
万トン（基準ケース）になると予測されている。また、同国の一次エネルギーの 60～70％
は石炭で賄われてきており、石炭は重要なエネルギーであると位置付けられる。しかし、
中国の石炭消費から発生する CO2排出量は極めて大きく、世界に大きな影響を与えている。
中国の石炭利用において熱効率を向上させることにより、10％の石炭消費を抑制すれば、1
億トン以上の石炭が節約できることになる。したがって、中国の石炭利用の効率化が世界
の CO2排出量削減の切り札となる可能性が高い。 
 日本は熱効率の優れた超臨界圧、さらには超超臨界圧の石炭火力を有し、その建設およ
び運転については実証済みである。日本はこのようなクリーン・コール・テクノロジーの
分野で中国を始め、多くの発展途上国に技術協力できる機会が多数あると思われる。 
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６６６６-１１１１中国の石炭火力の現状と熱効率向上の可能性中国の石炭火力の現状と熱効率向上の可能性中国の石炭火力の現状と熱効率向上の可能性中国の石炭火力の現状と熱効率向上の可能性 
 

Zhao Zongrang9によれば、中国の 2001年 4月末現在の発電能力は 3億 kWを超えている
が、1999年末の発電能力は 2億 9,880万 kWで、同年における発電量は 1兆 2,331億 kWh
であった。中でも火力による発電量が 82％を占めており、その内 95％は石炭火力によるも
ので、9,586億 kWhに及ぶ。 
石炭火力の発電能力の規模別に基数をみると 10万 kW未満が圧倒的に多く、少なくとも
全体の 79％に相当する 2,800基と言われている（図 6.1、表 6.1）。50万 kW以上の発電規
模のものは全体の 1％（23 基）に過ぎず、その内 60万 kW および 66万 kW のものが 16
基を数える。 
表 6.1によれば発電規模が小さいものは蒸気圧力が低く発電効率が低いため、それだけ燃

料の消費量も多くなる。中国の火力の蒸気パラメータは、全体の 97％が亜臨界圧あるいは
それ以下となっている。2000年 7月現在で臨界圧火力は、合計で 520万 kWに過ぎない。
中国の石炭火力の平均石炭消費原単位は 399g/kWh であるが、小規模の石炭火力のそれは
550g/kWhとなる。 
中国、国家電力公司は小規模の石炭火力を今後、徐々に停止あるいは廃止していく計画
であるが、その計画によれば 1998年から 2001年にかけて 774万 kW、2004年末には 1,400
万 kW の小規模石炭火力を廃止する予定となっている。今後、建設される石炭火力は超臨
界圧が主力となっていくが、その発電効率は 45％もの高率が期待でき、また石炭消費原単
位は 310～320g/kWhとなる。小規模石炭火力 1,400万 kW分を超臨界火力に入れ替えるこ
とにより、1,500万トンの石炭の節約を可能としている。 
 

図 6.1 中国の火力発電における発電能力別基数の構成 
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出所： Zhao Zongrang, 8th APEC Coal Flow Seminar (2002) 

 

                                                   
9 Zhao Zongrang「Develop supercritical coal- fired units to optimize China’s thermal power 
structure」8th APEC Coal Flow Seminar (2002) 
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表 6.1 中国の火力発電における発電能力別構成 

発電能力 基数 
（基） 

能力計 
（MW） 

シェア 
（％） 蒸気圧力/温度 

100MW未満 2,800 70,000 31.0  

100MW 144 14,400 6.4 8.8Mpa/535℃ 

110～125MW 152 18,915 8.5 8.8Mpa/535℃ 

200～220MW 195 39,140 17.5 12.2Mpa/535/535℃ 

250～300MW 170 51,136 22.3 16.6Mpa/538/538℃ 

320～362.5MW 50 17,252 7.7 16.6Mpa/538/538℃ 

500～660MW 23 13,300 5.9 16.6Mpa/538/538℃ 

合計 約 3,500 223,434 100.0  

出所： Zhao Zongrang, 8th APEC Coal Flow Seminar (2002) 
 

Zhao Zongrang の報告では石炭の発熱量が明示されていないが、石炭消費原単位と発電
効率から発熱量を計算すると、5,970～6,160kcal/kg（平均 6,065kcal/kg）となる。この発
熱量と石炭消費原単位（399g/kWh）から中国石炭火力の平均発電効率を計算すると、35
～36％になる。同様に、小規模石炭火力（石炭消費原単位＝550g/kWh）では 25～26％と
なる。 
中国電力年鑑（2000年版）などの実績値から検証してみると、1999年における石炭火力
の発電量は 9,586億 kWhでそれに消費された石炭は 4億 8,187万トンとなっている。中国
の石炭統計に使用される石炭の発熱量は 5,000kcal/kgであるので、6,065 kcal/kgに換算す
ると石炭消費量は 3億 9,725万トンとなる。したがって、石炭消費原単位は 414g/kWh、発
電効率は 34％となる。Zhao Zongrang の報告と比べると、石炭消費原単位で 15g/kWhほ
ど高く、発電効率で 1％ほど低いが、誤差範囲とみて良いだろう。 
中国の石炭消費原単位が中国平均値の 399g/kWhから超臨界発電の 315g/kWhに下がっ

たとすれば、石炭消費量を 8,050万トン（＝9,586億 kWh（1999年発電実績）×（399－
315）÷100）節約できることになる。なお、発熱量 5,000kcal/kgベースでは 9,760万トン
の石炭が節約されたことになり、これは 1999 年に石炭火力で消費された石炭の 20％に相
当する。 
中国では今後、高効率発電の導入に力を入れていくとしているが、この面で外資との協
力は重要な要素であると思われる。これは日本にとっても得意の分野であることから、協
力を通じて、京都メカニズムを実際に進められる可能性があり、そのポテンシャルはかな
り大きいものと期待される。 
 
６６６６-２２２２九州電力（株）による中国石炭火力の熱効率改善実績九州電力（株）による中国石炭火力の熱効率改善実績九州電力（株）による中国石炭火力の熱効率改善実績九州電力（株）による中国石炭火力の熱効率改善実績 
 
平成 10年に九州電力（株）は中国、山東電力の黄台石炭火力発電所７号機の熱効率改善

策を山東電力に提案し、それを受けた山東電力は平成 12年にこの提案を全面的に採用の上、
改善工事を実施した。その改善後の成果は表 6.2に示すとおりで、熱効率が 4.40％向上し、
燃料使用量が年間 8.8万トン低減した。さらには、CO2排出量を年間 21.2万 t-CO2も削減
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させることに成功している10。具体的な改善項目およびその対策を表 6.3に示す。また、黄
台石炭火力発電所７号機の位置図および概要を図 6.1に示す。 
規模は決して大きくないが、先に述べたように中国には小規模な石炭火力発電所が存在

することから、この実績を他の石炭火力発電所にも応用できれば、その効果は中国全体と
して大きなものとなるであろう。日本からの技術移転を実証したプロジェクトの一つであ
るが、今後の日本からの地球環境対策の技術移転を勇気づけるものであり、またそれらの
技術移転が京都メカニズムのシーズとなる可能性がある。 

 
表 6.2 黄台石炭火力発電所７号機熱効率改善プロジェクトの結果 

 改善前 ① 
（1998/7） 

改善後 ② 
（2000/10） 

改善効果 
②－① 

熱 効 率 33.17％ 37.57％ ＋4.40％ 

燃料使用量（万トン/年） 75.2 66.4 ▲ 8.8 

燃料費（億円/年） 29.3 25.9 ▲ 3.4 

CO2発生量（万t-CO2/年) 180.9 159.7 ▲ 21.2 
注記：燃料費は、山東電力の石炭価格に基づく。 

出所：大山悦生、JAPAC勉強会（2001/12/10） 
 
 

表 6.3 効率低下要因と対策内容 

項  目 対策内容 

ボイラー伝熱面の熱吸収量
低下 

① 伝熱面の洗浄を行った。 
② 蒸気噴射圧を適正にして既設スートブロワ装置の
運用を再開した。 

③ スートブロワ装置の増設を行った。 

ボ
イ
ラ
ー
関
係 空気予熱器の熱交換量低下 

① 空気予熱器伝熱部の交換，洗浄を行った。 
② 蒸気式空気予熱器の漏洩蒸気管の取替を行った。 

高圧タービン経年劣化によ

る損失増加 
① スケール除去およびフィンの取替を行った。 

低圧タービン経年劣化など

による損失増加 

① 動静翼を新製した。なお，動翼には，先端にフィ

ンが未設置であったため，フィン付とした。 
② 内車室およびダイヤフラムを新製した。 

タ
ー
ビ
ン
関
係 再熱器スプレー発生による

熱効率低下 
① バーナノズルのチルチングﾞ装置を自動運用とし，

再熱器スプレー水量の低減を図った。 
風煙道圧力損失増加による所内

電力増加 
① 風煙道の灰などの清掃を行った。その結果，所内

動力が１割程度低減した。 
出所：大山悦生、JAPAC勉強会（2001/12/10） 

 
 

                                                   
10 大山悦生、九州電力（株）、JAPAC勉強会（2001/12/10） 
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図 6.2 黄台石炭火力発電所７号機の概要 
 

 
• 所 在 地  ： 山東省済南市郊外 
• 出 力    ： 30万 kW 
• 年間発電電力量： 19億 kWh（利用率約

70％） 
• 使 用 燃 料： 中国の国内炭 
• 運 転 開 始： 1987年 11月 
• 機器メーカー ： ボイラーは三菱重工業、

タービンは東方汽輸機
場製 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：大山悦生、JAPAC勉強会資料（2001/12/10） 
 

 
 
まとめ 
 
 地球環境対策が石炭需給に及ぼす影響について調査および分析を試みたところ、以下の
知見を得た。 
 
① 日本の将来の CO2排出量は、総合資源エネルギー調査会の見通しを大幅に上回る可能

性がある。 
 
② CO2 排出量削減対策を環境税・炭素税などの国内対策のみで行うと、そのコストは非

常に高いものとなり、日本の石炭需要は激減し、石炭産業に壊滅的な影響を与えるで
あろう。 

 
③ 京都メカニズムに代表されるグローバルな対策制度によって CO2排出量削減を行うと、

そのコストはかなり低くなる。ただし、京都メカニズムの導入に制限を設けると、そ
の効果も制限を受けてしまう。また、京都メカニズム自身が国際的に確立していない
現在では、未だいくつかのリスクが存在する。 

 
④ 世界最大の石炭消費国である中国においては、石炭火力を中心にプラントの熱効率を

上げることにより、CO2 排出量を削減できる可能性が大である。日本の得意とする高
効率石炭火力発電所の建設および運転の面で協力できる点が多数あると思われ、それ
らが京都メカニズムのシーズにつながる可能性がある。 

 
お問い合せ：ieej-info@tky.ieej.or.jp 

mailto:ieej-info@tky.ieej.or.jp


IEEJ：2002 年 8 月掲載 

 34

報告内容 
 

１ 日本の石炭需給の現状及び見通し.......................................................................................................1 
１-１ 石炭需給の現状 ............................................................................................................... 1 
１-２ 総合資源エネルギー調査会の見通しとその課題 ............................................................ 2 

２ 石炭火力の経済的優位性.......................................................................................................................5 
２-１ 石油価格に対する石炭価格の優位性 .............................................................................. 5 
２-２ 電源における石炭の優位性............................................................................................. 6 

３ 温室効果ガス・CO2排出量の現状および見通し ...............................................................................7 
３-１ 世界の温室効果ガスおよび CO2排出量.......................................................................... 7 
３-２ 日本の温室効果ガスおよび CO2排出量........................................................................ 11 
３-３ 世界の CO2排出量の見通し.......................................................................................... 13 
３-４ 日本の CO2排出量の見通し.......................................................................................... 14 
３-５ CO2排出原単位 ............................................................................................................. 15 

４ CO2排出量の削減 .................................................................................................................................17 
４-１ 京都議定書の要点 ......................................................................................................... 17 
４-２ 米国の京都議定書離脱および同議定書の持つリスク................................................... 18 
４-３ 温室効果ガス削減割当量 .............................................................................................. 19 
４-４ 京都メカニズム ............................................................................................................. 20 
４-５ 地球温暖化対策推進本部による CO2排出削減の指針とその課題 ............................... 20 
４-６ エネルギー起源 CO2排出削必要減量 ........................................................................... 22 
４-７ 京都メカニズム利用の試算........................................................................................... 23 

５ 地球環境対策が石炭需給に及ぼす影響.............................................................................................25 
５-１ 米国 EIAの試算............................................................................................................ 25 
５-２ 電力中央研究所の試算 .................................................................................................. 27 
５-３ 電源開発（株）の試算 .................................................................................................. 28 

６ 中国石炭火力における CO2排出量削減の可能性：京都メカニズムのシーズ ............................29 
６-１ 中国の石炭火力の現状と熱効率向上の可能性.............................................................. 30 
６-２ 九州電力（株）による中国石炭火力の熱効率改善実績 ............................................... 31 

 
 


	日本の石炭需給の現状及び見通し
	石炭需給の現状
	総合資源エネルギー調査会の見通しとその課題

	石炭火力の経済的優位性
	石油価格に対する石炭価格の優位性
	電源における石炭の優位性

	温室効果ガス・CO2排出量の現状および見通し
	世界の温室効果ガスおよびCO2排出量
	日本の温室効果ガスおよびCO2排出量
	世界のCO2排出量の見通し
	日本のCO2排出量の見通し
	CO2排出原単位

	CO2排出量の削減
	京都議定書の要点
	米国の京都議定書離脱および同議定書の持つリスク
	温室効果ガス削減割当量
	京都メカニズム
	地球温暖化対策推進本部によるCO2排出削減の指針とその課題
	エネルギー起源CO2排出削必要減量
	京都メカニズム利用の試算

	地球環境対策が石炭需給に及ぼす影響
	米国EIAの試算
	電力中央研究所の試算
	電源開発（株）の試算

	中国石炭火力におけるCO2排出量削減の可能性：京都メカニズムのシーズ
	中国の石炭火力の現状と熱効率向上の可能性
	九州電力（株）による中国石炭火力の熱効率改善実績
	
	
	
	報告内容






